


大赤字のODA事業

　「ODAの現場が危ない！」
　その危機感は、2018年12月の
ECFA（海外コンサルタンツ協
会）の会員企業収益実態調査報告
から伝わってくる。
 今回は職業的には独立していな
がら、ODA事業の中では実施機
関の国際協力機構（JICA）と一
心同体のような関係にある開発コ
ンサルティング企業の悲痛な叫び
を伝えようとするものである。
　調査期間は2012年から５年間。
調査結果によると、（１）海外の
売上げは、毎年国内業務の10％
程度。（２）営業収益に関しては、
国内は毎年安定的な収益を計上し
ているが、海外業務では、特に
ODA関連は毎年の変動が激しい。
　12年10月～13年９月にかけて
の海外収益率は国内を上回ってい
るものの、調査２年目以降の４年
間の海外収益率は国内を下回って
いる。国内の営業収益率が毎年５
～６％に対して、海外は14年10
月～15年９月の調査以降３年連

続赤字状態である。
　（３）ODA／非ODA発注者
別の売上高・営業収益などの５カ
年の推移を見ると、初年度の
JICAや外国政府発注はかろうじ
て黒字であった。２年目は外国政
府（無償）が5.3％の収益率を得
たものの、他のJICA、途上国政
府（円借款）がすべて赤字、さら
には３年目以降はほぼすべての顧
客で赤字になっている。どう見て
も、ODA事業は経営赤字が大き
すぎる。
　一口に経営赤字と言うが、それ
が３年以上も続いたならば、その
回復には倍以上の年月を要するか
もしれない。しかし、今回の調査
期間には、2018年のJICA資金シ
ョート事件が含まれていない。も
し18年を含めると、経営赤字幅
はもっと拡大したはずである。そ
う考えると、今後の経営回復にか
なりの年月を要しよう。
　一方、こうした状況下でどうい
うことが起きるかというと、人材
の流出である。長年にわたって育
てた優秀なコンサル人材が他へ流

出する恐れが増大している。人材
の流出は、質の高いODA事業に
大きなダメージを与えることにも
なる。だから、これは開発コンサ
ルタント業界だけの問題ではない。
ODA事業の質が低下すると技術
立国日本の誇りに関する重大問題
でもある。
　政府はODAによるインフラ受
注に目の色を変えて取り組んでい
るが、開発コンサルタント業界の
凋落は、インフラ受注にも大きな
影響を与えることが必至で、早急
なODA発注改革が必要である。
今や自助努力も限界を越えている
と言える。

適性欠くM/Mの算出

　それでは次に、開発コンサルタ
ント業界が赤字解消のために、政
府に何を求めているのかを追って
みたい。
　［1］JICAはじめ多くのクライ
アントに共通する問題。
　コンサルタントの良質な成長を
担保するためには、コンサルタン
トの良質な成果を担保することで

ある。その良質な成果を出すため
には、適正なM／M（1人の1カ
月の適正な経費）が確保されなけ
ればならない。適切な積算基準に
よる適切なM／Mの設定が求めら
れる。
　国内に比べ、海外コンサルタン
トの営業収益率が低いのは、適切
な積算基準が欠落しているからで
ある。適切な積算基準によって必
要なM／Mが確保され、企業持ち
出しのM／Mがなくなれば、一定
の収益は確保されるはずである。
この問題提起は開発コンサルタン
トが生きていく上で極めて基本的
な条件であると言える。
 ［2］JICA業務全般（円借款を
除く）に関して。
 JICA発注の各種調査では、国土
交通省案件で適用されている「標
準歩掛け」は存在せず、各担当者
が過去の事例を参考にM／Mを算
出しているため、適性を欠いてい
るようである。これでは時に
JICA担当者の個人的判断が加わ
り、M／M算出の適正さを欠くこ
とになりかねない。
　次いで大きな問題は、「業務指
示書」（TOR）である。これは契約
の根幹にかかわる問題だと言われ
ている。これで援助案件が成り立
っているからである。アジア開発
銀行（ADB）もJICAの業務指示
書のあり方を疑問視しているとい
う。
　その意味で、JICAの民間への
発注業務がその指示において、極
めて時代遅れだと言えないことも
ない。それでは、ODA事業への
期待が薄れていく一方である。

企画力評価へ

　現在、コンサルタン
トのプロポーザル評価
は、「企画競争」と
「総合評価方式」をも
とに行われているが、
ODA業務は定量的に
成果を測ることのでき
ない業務が多いため、
価格競争に依存すべき
ではないという。
ADBでは上限価格が提示され、
見積りは提示するが、その上限価
格以下であれば価格競争でなく、
企画競争で選ばれるというFBS
（Fixed Budget Selection）方式
を採用しているという。
　つまり、“画一的な評価方法”
から“適切な評価方法”へと選択
肢を広げるよう求められている。
最近では、国際的に「価格評価」
入札が目立ち、安ければなんでも
良いという発想が広がっており、
「企画力評価」が退潮気味だと言
われている。
　技術立国日本を誇るからには、
やはり技術力と優れた開発アイデ
アを含む企画力で勝負すべきであ
ろう。日本の援助であるからには
「企画力」を軽視してはならない
と思う。
　最後に、円借款協力では、詳細
設計や施工監理の予算と、後で現
地政府から提示される予算額との
大きな乖離がトラブルになること
があるので、F／S（事業化可能
性調査）における概略積算を前提
としたL／A（借款契約）の締結
で予算決定しないで、L／Aで見

積もられた予算を変更可能にする
か、D／D（詳細設計）で詳細が
確定してからL／Aを締結するよ
う検討して欲しいという要望が提
示されている。
　以上、開発コンサルタント業界
の悲痛な叫びのような政府への提
言を追ってきた。問題はその受け
止め方である。
　ODAは国際事業のようであっ
ても国内事業とも言える。国際展
開するコンサル事業であるから、
すべて国際化すれば良いというも
のでもないだろう。だからと言っ
て、すべて国内化して国内基準に
合わせれば良いというものでもな
い。
　JICAの入札制度の問題は、こ
れまで国内の基準に一部準じなが
ら、国際的基準を一部導入すると
言った玉石混淆を繰り返してきた
観がある。ここらで、双方のシス
テムを上手に取り入れた日本方式
を確立することが必要であろう。
JICAのODA事業発注システムの
改革は、JICAの独立事業体とし
ての完成度が問われるものと言っ
ても過言ではない。
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風雲急の海外コンサルティング業
現場から崩壊するODAの危機

１月に開かれたECFA主催の賀詞交歓会で挨拶する有元龍一会長



田中角栄首相と中国の周恩来首相が９月、北京で共同声明に署名。日中国交正常化が実現

８月、日中平和友好条約調印。10月、鄧小平副総理来日

12月、大平正芳首相訪中。第一次円借款供与を表明。以降、大規模インフラ整備や国営企業の工場近代化な

ど、中国経済の市場経済化・近代化支援を中心に対中ODA実施

３月、中曽根康弘首相訪中。第二次円借款供与を表明。10月、日本の無償資金協力により建設された中日友好

病院開院

６月４日発生した天安門事件に対する経済制裁として、日本は第三次円借款凍結などの措置を実施

11月、円借款の凍結解除（90年代の対中ODAは、都市化に向けたインフラ整備や環境汚染対策、貧困対策など

での支援が増加）

５月、中国が前年に続き地下核実験を実施。８月、日本は無償資金協力を凍結

７月、中国が地下核実験を実施。以後の実験停止を宣言

３月、無償資金協力の凍結解除

中国の経済発展に伴い「対中ODAは必要か」との声が出る中、５月、唐家セン外相の来日に際し河野洋平外相

は対中ODAの見直しを表明

８月、小泉純一郎首相の靖国神社参拝を中国が非難。10月、小泉首相訪中。同月、外務省が「対中国経済協力

計画」を策定。沿海部中心のインフラ整備から、環境・生態保全、内陸部の社会開発や技術移転などを重視す

る方針に転換。12月、中国が世界貿易機関（WTO）に加盟

４月、北京で反日デモ発生。以降、各地に拡散

一般無償資金協力の新規承諾終了

円借款の新規承諾終了。以降、越境公害や感染症、食品の安全などの分野において技術協力、草の根・人間の

安全保障無償資金協力など限られた支援を実施。技術協力では日中双方が適切に費用を分担する方法も段階的

に実施

10月、安倍晋三首相訪中。対中ODAの終了と、新たな次元の日中協力の推進を発表（対中ODAは2018年度を

もって新規採択を終了し、採択済の複数年度の継続案件は21年度末をもって全て終了する）
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＜国交正常化以降の主な日中関係と対中ODAの動き＞

日中協力、チャンスとリスク
第三国連携それぞれの立場第三国連携それぞれの立場

2018年10月の日中首脳会談の場で合意された第三国市場協力。

対中ODAに代わる新時代の開発協力として

期待の声が上がる一方、

つば競り合いを続ける日中両企業の連携には懐疑論も根強い。

日本と中国、そしてアジア第三国、

それぞれの思いは如何に。

1．総　論
拓殖大学国際学部教授　岡田　実氏
［Vo i c e］　英ニューキャッスル大学 名誉教授　ラインハルト・ドリフテ氏　

2．中国人識者らの見解
自由貿易など幅広い日中連携求める声
［Vo i c e］　南京大学特聘教授　朱　鋒氏

3．中国企業の動向　グローバル化する国有企業

4．アジア各国の声　一帯一路に厳しい注文
［Vo i c e］ インドネシア　ジャカルタ・ポスト上席編集者　ヴィンセント・リンガ氏
　　　　  　プルタミナ大学講師　イアン・モントラタマ氏　
　　　　  スリランカ　ペラデニア大学経済統計学部講師　H.M.W.A.ヘラート氏　

日中協力、チャンスとリスク

特集

C O N T E N T S

　中国に対する日本の政府開発援助
（ODA）の供与開始は、1979年12月に訪中
した当時の大平正芳首相が表明した。「より
豊かな中国の出現が、よりよき世界に繋が
る」と、中国で滑り出したばかりの改革・開放
政策を積極的に支援していく考えを示した。
欧米や東南アジア諸国からは、中国をODA
対象国とすることに異議も出たが、結果的に
日本が西側先進国の対中ODAの先駆けに
なった。
　その後、中国の天安門事件や核実験など
に対し、日本政府はたびたび、援助の凍結措
置などを講じた。中国の軍事大国化や海外
援助の展開などの動向を受け、日本国内では
「対中ODA不要論」が台頭。2006年には一
般無償資金協力の新規承諾が終了、2007
年には円借款の新規承諾が終了となった。

対中ODA終了へ

出典：JICA提供データを基に本誌作成  
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※１金額は、実施促進分についてはE/N供与限度
額、JICA実施分についてはG/A締結額を計
上。複数の会計年度に及ぶ案件については各
会計年度の供与限度額を計上。G/Aの修正に
よる供与限度額の増額については、修正G/A
の締結年度に増額分を計上。

   
※２金額は円借款及び海外投融資（貸付・出資）

の承諾額の合計を計上。 
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出典：関山健『日中の経済関係はこう変わった―対中国円借款30年の軌跡』、
　　　JICA東・中央アジア部/中国事務所作成資料「日本の対中国ODA概要」などを基に本誌作成

「一帯一路」を国際戦略に掲げる東方電気集団の本社ショールーム（成都市）



日中協力、チャンスとリスク～第三国連携とそれぞれの立場総　　論1

　第一に、国際政治の危機である。
「新冷戦」とも称された旧ソ連の
脅威に対する米中の警戒の中で、
日本は米中ソ戦略関係に巻き込ま
れていく。第二に、中国の国内政
治の危機である。対中ODAは、
鄧小平が進める大胆な政策転換に
よる政権の不安定化を緩和する役
割も果たしていった。
　第三に、日本の国内政治の危機
である。石油危機で大きく揺さぶ
られた日本経済は、エネルギー資
源確保が至上命題となっていた。
また、現在の中国と同じく集中豪
雨的な日本の対米輸出の構造を転
換させるよう、米国から強い圧力
を受けていた。その日本が、新た
な市場として目を向けたのが中国
だった。
　第四に、戦後処理要因である。
経済人や「親中派」の政治家の根
底には、「中国が戦時賠償も放棄
して、日本との大人の付き合いを
していこうとする態度に深謝し、

載）

開発協力分野での対話も

　今回の首脳会談において、安倍
首相から「今年度を以って全ての
対中ODAの新規供与を終了する
ことを決定した旨」が伝達された
が、中国側が特に重要と認識した
のは、対中ODAに代わる新たな
日中協力について合意したことで
あろう。
　この新たな協力について、日本
側は「新たな次元の日中協力」、
中国側は「日本が新時代の中国の
発展過程にさらに積極的に参与」
との表現を用いている。
　「新次元」「新時代」の日中協
力とは何か。今回の合意内容を見
ると、①第三国市場の共同開発、
②地球規模課題での連携、③科学
技術イノベーションと知的財産分
野の対話と協力、④開発協力分野
の対話と人材交流－の４つが柱
となることが予想される。
　北京では首脳会談と同時に「第
三国市場協力フォーラム」が開催
され、52本の協力覚書が交換さ
れた。上記①の象徴的な成果とし
て特筆すべきだろう。ただし、具
体的な事業として今後どれだけの
成果を上げることができるかは、
未知数である。国策として展開す
る中国企業に対し、日本の民間企
業は個別のビジネスとして是々
非々の対応を取らざるを得ず、双
方の温度差やさまざまな実務的な
困難も予想される。
　日本側は、あくまで自らが掲げ
る「自由で開かれたインド太平洋

戦略」の観点から、有意義な第三
国協力であれば進めていく判断だ。
中国が掲げる「一帯一路」構想に
協力する、という言い方は避けて
いる。そこに大きな立ち位置の違
いがある。
　もう１点、注目されるのが、④
の「開発協力分野の対話と人材交
流」だ。中国は2018年３月、全
国人民代表大会で新たな対外援助
機関として「国家国際発展合作
署」を設立した。JICAのような
総合的な援助実施機関は未だに持
っていないものの、その援助規模
は拡大している。そうした中、プ
ロジェクト管理や評価、公正な調
達制度など、日中双方で援助の仕
組みと経験を学び合うことは意義
深いであろう。

40年前との共通点

　さて、このように新たな段階に
踏み出した日中協力にとって、そ
の動因は何だったのだろうか。
　筆者は、1979年の大平正芳首
相の訪中時に形成された合意体系
および枠組みを「1979年体制」
と名付けた。これは、（１）
1972年の日中国交正常化時の合
意体系および枠組み（特に台湾問
題、歴史問題）を基礎とし、
（２）経済協力によって中国の経
済建設、改革・開放政策を積極的
に支援し、（３）長期的な日中友
好関係、ひいては世界の平和と安
定を目指すものであった。
　その「1979年体制」の形成に
は、以下の４つの複合的な背景と
要因が考えられた。

ネットで日本の援助に感謝の声

　「誰もこんなことを想像しなか
った。安倍首相の訪中直前、『日
本が対中ODAを終了』とのニュ
ースが中国のネット上を駆け巡り、
突如として多くの中国ネット民が
集団で日本に感謝する書き込みを
始めた」。
　中国のインターネット情報サイ
ト「参考消息ネット」は10月26
日の安倍首相訪中の前夜、「首相
訪中前に、多くの中国ネット民が
“日本に感謝”」と題し、上記の
ような驚くべき動きがあることを
報じた。
　実は、「日本の援助にありがと
う」という声がネット上に拡散し

たのは、今回が初めてではない。
2008年の四川大地震発生後にも、
ネット上で空前の「日本ありがと
う」ブームが起きた。震災直後に
日本から派遣された国際緊急援助
隊の隊員たちは亡くなった中国人
に黙とうを捧げた。その映像がテ
レビなどで流れると、中国ネット
民は惜しみなく感謝の気持ちを伝
えたのである。
　とはいえ、対中ODA全体が終
了するこの時点で、再びネット上
に日本への感謝の言葉があふれた
ことは、ODA関係者の想像を超
えていたであろう。なぜなら、
2007年の対中円借款の終了は、
刺々しい緊張した雰囲気の中で決
定され、それが今でも一種の“ト

ラウマ”となった
経緯があるからで
ある。
　英ニューキャッ
スル大学のライン
ハルト・ドリフテ
名 誉 教 授 は 、
2006年９月発行
の『世界』に掲載
された「こんな終
わらせ方でよかっ
たのか？対中円借

款打ち切りを考える」と題した寄
稿の中で、こう指摘した。「対中
円借款の打ち切りは、日本の主要
なODAが成功裏のうちに終わる
ことを祝うわけでも、また現在の
緊張した日中関係を緩和させる絶
好の機会として利用されるわけで
もない。中国側が円借款の打ち切
りを懲罰的とみなす雰囲気の中で、
それは終わりを告げようとしてい
る」。「日中双方は、無償資金協
力と技術協力が必然的に打ち切ら
れていくような不幸な事態を回避
するためにも、一層の努力をしな
ければならない」。
　幸いにも、今回の対中ODA終
了において、ドリフテ名誉教授の
懸念した不幸な事態は回避された。
その背景には円借款終了プロセス
の「失敗」からの学びがあったこ
とは想像に難くない。
　また、中国人自身が改革開放の
40年の経済発展を実感し、日本
のODAがその一助となったこと
を受け入れる心の余裕ができたと
いう事情も考えられる。
　こうした日中関係の進展につい
て、筆者がドリフテ名誉教授に意
見を尋ねると、快くコメントを寄
せてくれた。（12ページに掲
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第三国での連携に踏み出した新時代の日中協力
「1979年体制」から「2019年体制」移行の画期
2018年10月26日、北京を訪問した安倍晋三首相は李克強首相、習近平国家主席との会談で、中国に対する日本の
政府開発援助（ODA）の新規供与を終える一方、新たな日中協力として第三国市場の共同開発や開発分野の対
話、人材交流などを進める方針に合意した。国際協力機構（JICA）の元中国事務所副所長で、中国を専門に研究
する岡田実・拓殖大学国際学部教授が、これまでの対中ODAを振り返り、新時代を展望する。　

南京市の中心街にあるTOTOの広告。日本企業も存在感を示している

東北大学法学部卒業後、企業勤務を経て、1988
年にJICAに入構。JICAでは北京大学留学、中国援
助調整専門家、中国事務所副所長として約10年
間、対中ODAに従事。このほか、外務省、JICA研究
所などにも勤務。2012～13年度に法政大学法学
部兼任講師を務めた後、14年より現職

拓殖大学 国際学部 教授 岡田 実氏


